
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート 　（文部科学省）

単位当たり
コスト

（Ａ）　２５（百万円／課題）
（Ｂ）　１４（百万円／課題）
（Ｃ）　１８（百万円／課題）

算出根拠

平成２４年度の執行額を同年度における実施課題数で除した。
  （Ａ）２０２百万円　/　８課題　＝　２５百万円　/　課題
　（Ｂ）２７百万円　/　４課題　＝　１４百万円　/　課題

平成２５年度予算額を同年度における活動見込みで除した。
   （Ｃ）３３９百万円　/　１９課題　＝　１８百万円　/　課題

（A）機関横断的な人材育成事業（H22～H 23）
（B）施設・設備の共同利用の促進事業（H22）

（C）復興対策特別人材育成事業
※

（H25～）
（※東日本大震災復興特別会計から移替え)
（新規課題数/継続課題数）

活動実績

（当初見込
み）

課題数
（Ａ）０/４
（Ｂ）０/０

  （Ｃ）４/１１

（A）７/０
（B）５/０
（C）０/０
（A）３/０
（B）７/０
（C）０/０

（Ａ）６/４
（Ｂ）０/４
（Ｃ）０/０
（Ａ）３/４
（Ｂ）０/４
（Ｃ)０/０

（Ａ）０/８
（Ｂ）０/４
（Ｃ）０/０
（Ａ）０/８
（Ｂ）０/４
(Ｃ)０/０

活動指標及び活動
実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成果
実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

本補助金により、大学、高等専門学校、独立行政法人、
民間企業等における、効果的・効率的・戦略的に行う機
関横断的な人材育成事業を支援し、原子力の基盤と安
全を支えていくための幅広い分野における質の高い人
材を安定的に育成・確保することを目的とする。

成果実績 －

（Ａ実施例：原子力
人材の国際化を進
めるため、授業で
使用する講義資料
や実験実習指導書
の英語化を実施
し、英語教育の準
備を行った。また、
これら講義資料等
について、平成23
年度から発信する
e-learningのコンテ
ンツとして整備した
（東京大学）。

（Ｂ）実施例：①放
射線影響・防護基
礎課程、②放射線
影響・防護応用課
程、③緊急被ばく
医療指導者育成研
修の3つの研修を
設けるため、それ
ぞれカリキュラム
及びテキストを作
成した。なお、平成
22年度は、①を1回
（受講者19名）、③
を2回（受講者21名
と20名）実施した
（放医研）。

（Ａ）実施例：原子
力機構の施設
（JMTR等）、核燃
料開発株式会社
の施設（ウラン燃
料研究棟等）を利
用し、放射線測定
実習、タイベック
スーツの着脱実習
等を行った。平成
24年度は、54人が
参加した。（原子力
機構）

（Ｂ）実施例：①放
射線計測に関する
講義、測定器を用
いた計測実習、
データ解析実習な
どを実施した。ま
た、②研究用原子
炉KURを用いた臨
界近接実験等に
ついて、その原理
及び実際の測定
手法を習得するた
めの講義及び実
験を実施した。平
成24年度は、①3
人、②33人が参加
した。（京都大学）

原子力の基盤と
安全を支えてい
くための人材を
育成する。更
に、国際社会へ
の貢献等に資
するため、原子
力の専門知識
だけでなく、優
れた国際感覚
やコミュニケー
ション能力・情
報発信能力を
有する国際人材
を育成する。

注）本事業は、
具体的な提案を
受け審査評価
委員会の審査
を経て、人材育
成活動として有
望な事業に補
助金を交付する
ものであり、特
段、定量的な指
標を設けていな
い。

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％

（Ａ）実施例：福島原
発事故を受け、長期
に渡り環境放射能測
定や除染に携わる人
材が必要なため、環
境放射能に係る初
級・中級・上級コース
を設けるとともに、最
新の当該分野に係る
知見を学ぶため国際
セミナー等を開催し
た。平成23年度は、
初級92人（講義）、中
級73人（講義）/33人
（実習）、上級44人
（講義）、国際セミ
ナー59人等が参加し
た（北海道大学）。

（Ｂ）実施例：①放射
線影響・防護基礎課
程、②放射線影響・
防護応用課程、③緊
急被ばく医療指導者
育成研修、④放射線
物理・生物基礎研修
を実施した。なお、平
成23年度は、①19
人、②19人、③19
人、④38人が参加し
た（放医研）。

－- －

執行率（％） 82.2% 91.8% 92.0%

315 376 279 339 361

執行額 259 345 257

繰越し等 △ 41 41 0 0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 356 335 279 339 361

補正予算 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 0 0

計

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

　原子力の基盤と安全を支えていくためには、現場技術者から最先端の研究を実施する研究者、更には危機管理能力を有する人材まで幅広い原
子力人材を継続的に育成・確保する必要がある。一方、原子力教育を行う講師や原子力施設は、限定的であることから、産学官の原子力関係機関
が連携することにより、効果的・効率的・戦略的に人材育成を行う機関横断的な事業を支援し、将来の原子力分野の担い手となる優秀な人材を育
成・確保する。

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　本事業は、大学、高等専門学校、独立行政法人、民間企業等を対象とし、効果的・効率的・戦略的に行う機関横断的な人材育成事業を支援し、原
子力や放射線に係る基礎・専門教育を行うとともに、試験研究炉や放射性同位体を用いた実験実習を通じて実践的な技術の習得を行う。併せて、
原子力関係以外の学生に対して、原子力や放射線に係る導入教育を行う事業など原子力人材の裾野を広げる取り組みを支援する。なお、平成25
年度より、平成24年度に東日本大震災復興特別会計で実施していた復興に資するプログラムを本事業に統合している。また、補助事業は、広く一
般から公募を実施し、外部有識者からなる審査評価委員会の審査を経た上で、選定する。（補助率：定額）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
科学技術の戦略的重点化

Ⅹ－5　原子力分野の研究・開発・利用（紛争解決を含む）の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

関係する計画、
通知等

原子力政策大綱（平成１７年１０月原子力委員会、閣議決定）

研究開発局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成２２年度～未定 担当課室 原子力課

原子力課長
増子　宏

事業名

事業番号 0266

国際原子力人材育成イニシアティブ 担当部局庁



計

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・平成２４年度については、平成２２年度及び平成２３年度に公募し、第三者の有識者委員会による審査を経て採択が決定した継続課題（１２課題）の事業支援を
実施するにあたり、事業計画の内容の確認を行い、より効果的・効率的な人材育成が達成できるよう指導を行った上で補助金の交付決定を行っている。

・平成２２年度に開始した８課題が平成２４年度で終了したことから、平成２５年度に事後評価を実施し、その結果を踏まえ、今後の選考方針等を検討する予定で
ある。

・執行に当たっては、費目・使途について補助金申請の段階で補助事業との関係を詳細に確認するとともに、書面調査及び現地調査により額の確定行為を実施
し、全ての支出先・使途の把握を行っている。

評　価項　　目

点
検
結
果

縮
減

上記の所見を踏まえ、更なる事業の効率的を目指し、施設整備費の単価の見直しを行うなど一部必要経費の縮減を図った上で、概算要求に▲１９百万
円反映した。

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

１．原子力政策大綱（平成１７年１０月原子力委員会、閣議決定）
　　　http://www.aec.go.jp/jicst/NC/tyoki/tyoki.htm
２．原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書（平成２３年６月原子力災害対策本部）
　　　http://www.kantei.go.jp/jp/topics/2011/iaea_houkokusho.html

事
業
内
容
の
改

善

３３９百万円 ３６１百万円

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

原子力人材育成等推進事業
費補助金

３３９百万円 ３６１百万円 「新しい日本のための優先課題推進枠」75,000

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

－ 0281平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

0292

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

平成24年平成23年

－

－

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

実際に原子力や放射線教育を実施している大学や高等専門学
校等を対象とした補助事業であり、実効性の高い事業となってい
る。一例として、本事業において支援した課題の実施により、原子
力分野以外の優秀な学生にも、原子力分野の専門教育に参加す
ることのできるシステムが構築され、原子力の基盤を支える質の
高い人材の裾野を広げることに成功している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

１．事業評価の観点：この事業は、原子力や放射線に係る基礎・専門教育を行うとともに、原子力や放射線に係る導入教育を行うなど原子力人材の裾野
を広げる取組に必要となる経費を補助するものであり予算執行の状況から検証を行った。

２．所見：当該事業は、概ね計画通りに予算執行されたものと考えられるが、更なる事業の効率的を目指し、積算単価を再検証するなど、引き続き、コス
ト削減に努めるべきである。

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

支出先の選定に当たっては、十分な募集期間を確保した上で、第
三者の有識者委員会にて審査を実施している。また、費目・使途
については、補助金申請の段階で補助事業との関係を詳細に確
認するとともに、書面調査及び現地調査により額の確定行為を実
施し、全ての支出先・使途の把握を行っている。

重
複
排
除

○

○

原子力人材育成の重要性・必要性は、「ＩＡＥＡ閣僚会議に対する
日本国政府の報告書（平成２３年６月原子力災害対策本部）」等
に示されているなど、政策の優先度が高い事業である。また、将
来の優秀な原子力人材を育成することは、原子力の安全を確保
する上で基盤となるものであり、国が実施すべき事業である。

平成24年度に「国際原子力人材育成イニシアティブ（東日本大震
災復興特別会計）」を立ち上げたため、本事業の平成24年度新規
課題の公募は行わないこととし、事業の重点化を図った。

所管府省・部局名

国際原子力人材育成イニシアティブ
（東日本大震災復興特別会計）

○

○

0299

文部科学省　原子力課



※平成24年度実績を記入。

※補助事業者側の数字は補助事業者の決算額（実績報告書ベースであることから、国の決算額と一致しないことがある。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百

万円）

文部科学省
２５７百万円

Ａ．機関横断的な人材育成事業
２０２百万円

大学、独立行政法人、財団法人
（全８機関）

Ｂ．施設・設備の共同利用の促進事業
２５百万円

大学、独立行政法人、民間企業
（全４機関）

【公募・補助金】 【公募・補助金】

関係機関の連携によるネットワーク化を図り、集
約的に実施することで効果的・効率的・戦略的に
人材育成を行う取り組みを支援する。

大学、研究機関、民間企業等が有する試験研
究炉等の原子力施設の共用により、当該施設
を所有する機関のみならず外部の機関に向け
て実験・実習の機会を広く提供する取り組みを

我が国の原子力関係機関が有する人材育
成資源を活用し、関係機関が連携すること
により、効果的・効率的・戦略的に人材育
成を行う事業を支援する資金



※補助事業者側の数字は補助事業者の決算額（実績報告書ベースであることから、国の決算額と一致しないことがある。

事業費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 11 計 0

事業費 旅費・謝金 1

人件費 業務担当職員等 10

B.株式会社東芝 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 46 計 0

人件費 業務担当職員等 10

その他（消耗品費、印刷製本費、借損料、
雑役務費、会議等参加費）

30

金　額
(百万円）

旅費・謝金 6

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A.独立行政法人日本原子力研究開発機構 E.



支出先上位１０者リスト
A.

B.

※補助事業者側の数字は補助事業者の決算額（実績報告書ベースであることから、国の決算額と一致しないことがある。

財団法人若狭湾エネルギー研
究センター

10

-

9

8

6

入札者数 落札率

-

-

7

福井の人材育成機能等を活用した原子力の安全・国際協力に資する人材育
成

22 公募 -

5
独立行政法人国立高等専門学
校機構

機関連携による防災・安全教育を重視した実践的原子力基礎技術者育成の
実施

29 公募 -

4 国立大学法人北海道大学 多様な環境放射能問題に対応可能な国際的人材の機関連携による育成 32 公募 -

3 国立大学法人東京工業大学 国際原子力人材育成大学連合ネットの構築とモデル事業の実施 33 公募 -

2 国立大学法人東京大学 大学連携型核安全セキュリティ・グローバルプロフェッショナルコース 40 公募 -

1
独立行政法人日本原子力研究
開発機構

・日本アクチノイドネットワークによる原子力人材育成
・原子力人材育成ネットワークの構築、整備及び運営
・放射性物質・放射線取扱への正しい理解を持った若手教育者の育成

46 公募 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

放射線影響・防護ならびに医療分野における総合的人材育成

公募

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

3

1 株式会社東芝

2
独立行政法人放射線医学総合
研究所

公募

4
独立行政法人日本原子力研究
開発機構

最先端研究基盤JMTR及び関連施設を用いた研修講座の新設 3 公募 -

5

6

国立大学法人京都大学 京都大学原子炉実験所における全国共同利用の推進

7

高専や大学・企業連携による臨界実験装置NCAを利用した炉物理実習 11

9

10

8

6 公募

6


